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   第１章 総則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号。以下「法」とい

う。）、高齢者の医療の確保に関する法律施行令（平成１９年政令第３１８号。以下「政令」とい

う。）、高齢者の医療の確保に関する法律施行規則（平成１９年厚生労働省令第１２９号。以下

「省令」という。）、北海道後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例（平成１９年北

海道後期高齢者医療広域連合条例第３１号。以下「条例」という。）その他特別の定めがあるもの

のほか、後期高齢者医療の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

   第２章 被保険者 

 （障害認定の申請） 

第２条 省令第８条第１項の障害認定申請書は、後期高齢者医療障害認定申請書及び資格取得（変更

・喪失）届書とする。 

２ 広域連合長は、前項に規定する申請書を受理し審査を行った結果、政令別表に定める程度の障害

の状態にないことを確認したときは、後期高齢者医療障害認定申請却下通知書により当該申請者に

対し通知するものとする。 

３ 省令第８条第２項の規定による障害認定の申請の撤回は、後期高齢者医療障害認定申請書及び資

格取得（変更・喪失）届書により行うものとする。 

 （被保険者資格の取得、喪失等に関する届出） 

第３条 省令第１０条、第１１条及び第２２条から第２６条までに規定する届書は、後期高齢者医療

障害認定申請書及び資格取得（変更・喪失）届書とする。 

 （病院等に入院、入所又は入居中の者に関する届出） 

第４条 省令第１２条に規定する届書は、後期高齢者医療住所地特例開始（変更、終了）届書とする。 

 （被保険者証の交付） 

第４条の２ 法第５４条第３項の規定による被保険者証の交付を求める申請は、後期高齢者医療被

保険者証交付申請書により行うものとする。 

２ 広域連合長は、前項の申請書を受理し審査を行った結果、被保険者証を交付すべき場合に該当

しないと認めるときは、後期高齢者医療被保険者証交付申請却下通知書により当該申請者に対し

通知するものとする。  

 （被保険者証の返還通知） 

第５条 省令第１５条第１項に規定する書面は、後期高齢者医療被保険者証の返還通知書とする。 

 （特別の事情に関する届出） 

第６条 省令第１６条第１項及び第２項並びに第７３条に規定する届書は、後期高齢者医療特別の事

情に関する届書とする。 

 （被保険者証及び被保険者資格証明書の再交付） 

第７条 省令第１９条第１項の申請書は、後期高齢者医療被保険者証再交付申請書（省令第２１条に

おいて同項の規定を準用する場合は、後期高齢者医療資格証明書再交付申請書）とする。 

２ 広域連合長は、前項の申請書が提出されたときは、必要事項を調査確認の上、被保険者証又は被

保険者資格証明書を再交付する。 
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 （認定証明書） 

第８条 広域連合長は、省令第２６条の規定による転出の届出があった場合において、当該被保険者

が法第９９条第２項に規定する被保険者であって同項に定める期間内であるとき、又は省令第８条

第１項に規定する障害認定若しくは省令第６２条第１項に規定する特定疾病認定を受けているとき

は、高齢者の医療の確保に関する法律第９９条第２項の被扶養者であった被保険者に該当する旨の

証明書・高齢者の医療の確保に関する法律による障害認定証明書・高齢者の医療の確保に関する法

律による特定疾病認定証明書を当該被保険者に対し交付するものとする。 

 （負担区分等証明書） 

第９条 広域連合長は、省令第２６条の規定による転出の届出があったときは、負担区分等を証する

ため、後期高齢者医療負担区分等証明書を当該被保険者に対し交付するものとする。 

   第３章 後期高齢者医療給付 

 （基準収入額適用申請） 

第１０条 省令第３２条に規定する申請書は、後期高齢者医療基準収入額適用申請書とする。 

２ 広域連合長は、前項の申請書を受理し審査を行った結果、政令第７条第３項に規定する要件に該

当しないと認めるときは、後期高齢者医療基準収入額適用申請却下通知書により当該被保険者に対

し通知するものとする。 

 （一部負担金の減免等） 

第１１条 省令第３３条第２項の一部負担金減免等申請書は、後期高齢者医療一部負担金減免及び徴

収猶予申請書とする。 

２ 省令第３３条第３項の一部負担金減免等証明書は、後期高齢者医療一部負担金減額証明書、後期

高齢者医療一部負担金免除証明書又は後期高齢者医療一部負担金徴収猶予証明書とする。 

３ 広域連合長は、第１項に規定する申請書を受理し審査を行った結果、省令第３３条第１項に規定

する事由に該当しないと認めるときは、後期高齢者医療一部負担金減免及び徴収猶予申請却下通知

書により当該被保険者に対し通知するものとする。 

 （食事療養標準負担額差額の支給申請） 

第１２条 省令第３７条第２項に規定する申請書は、後期高齢者医療食事療養等差額支給申請書とす

る。 

２ 広域連合長は、前項の申請書を受理したときは、速やかに支給又は不支給を決定し、後期高齢者

医療給付支給決定通知書又は後期高齢者医療給付申請却下通知書により当該被保険者に対し通知す

るものとする。 

 （生活療養標準負担額差額の支給申請） 

第１３条 省令第４２条第２項に規定する申請書は、後期高齢者医療食事療養等差額支給申請書とす

る。 

２ 広域連合長は、前項の申請書を受理したときは、速やかに支給又は不支給を決定し、後期高齢者

医療給付支給決定通知書又は後期高齢者医療給付申請却下通知書により当該被保険者に対し通知す

るものとする。 

 （第三者の行為による被害の届出） 

第１４条 省令第４６条に規定する届書は、第三者行為による被害届とする。 

 （療養費の支給申請） 

第１５条 省令第４７条第１項に規定する申請書は、後期高齢者医療療養費等支給申請書とする。た

だし、次に掲げる療養費の支給に関する申請書は、広域連合長が別に定める。 

 (１) はり、きゅう及びあんま・マッサージの施術に係る療養費の支給 

 (２) 北海道社会保険事務局長及び北海道知事に受領委任の取扱いに係る登録を行っている柔道整復

師又は北海道社会保険事務局長及び北海道知事から受領委任の承諾を受けている柔道整復師の

施術に係る療養費の支給 

２ 省令第４７条第３項の日本語の翻訳文は、診療内容明細書及び領収明細書によるものとする。 

３ 広域連合長は、第１項に規定する申請書を受理したときは、速やかに支給又は不支給を決定し、

後期高齢者医療給付支給決定通知書又は後期高齢者医療給付支給申請却下通知書により当該被保険

者に対し通知するものとする。 

 （特別療養費の支給申請） 
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第１６条 省令第５４条第１項に規定する申請書は、後期高齢者医療給付特別療養費支給額通知書と

する。 

２ 広域連合長は、前項の申請書を受理したときは、速やかに支給又は不支給を決定し、後期高齢者

医療給付支給決定通知書又は後期高齢者医療給付支給申請却下通知書により当該被保険者に対し通

知するものとする。 

 （移送費の支給申請） 

第１７条 省令第６０条第１項に規定する申請書は、後期高齢者医療療養費等支給申請書とする。 

２ 広域連合長は、前項の申請書を受理したときは、速やかに支給又は不支給を決定し、後期高齢者

医療給付支給決定通知書又は後期高齢者医療給付支給申請却下通知書により当該被保険者に対し通

知するものとする。 

 （特定疾病の認定申請） 

第１８条 省令第６２条第１項の申請書は、後期高齢者医療特定疾病認定申請書とする。 

２ 広域連合長は、前項の申請書を受理し審査を行った結果、政令第１４条第４項に規定する要件に

該当しないと認めるときは、後期高齢者医療特定疾病認定申請却下通知書により当該被保険者に対

し通知するものとする。 

 （特定疾病療養受療証の再交付） 

第１９条 省令第６２条第８項において準用する省令第１９条第１項に規定する申請書は、後期高齢

者医療特定疾病療養受療証再交付申請書とする。 

２ 第７条第２項の規定は、特定疾病療養受療証の再交付について準用する。 

 （限度額適用認定証の交付申請） 

第１９条の２ 省令第６６条の２第２項に規定する申請書は、後期高齢者医療限度額適用認定証交付

申請書により行うものとする。 

２ 広域連合長は、前項の申請書を受理し審査を行った結果、政令第１６条第１項第１号ハ又はニに

掲げる事由に該当しないと認めるときは、後期高齢者医療限度額適用認定証交付申請却下通知書に

より当該被保険者に対し通知するものとする。 

３ 広域連合長は、限度額適用認定証の交付を受けた被保険者が省令第６６条の２第３項各号のいず

れかに該当するに至ったと認めるときは、後期高齢者医療限度額適用認定証の返還通知書により当

該被保険者に対し通知するものとする。 

 （限度額適用認定証の再交付） 

第１９条の３ 省令第６６条の２第６項において準用する省令第１９条第１項に規定する申請書は、

後期高齢者医療限度額適用認定証再交付申請書とする。 

２ 第７条第２項の規定は、限度額適用認定証の再交付について準用する。 

 （限度額適用・標準負担額減額認定証の交付申請） 

第２０条 省令第６７条第２項に規定する申請書は、後期高齢者医療限度額適用・標準負担額減額認

定証交付申請書兼入院日数届書により行うものとする。 

２ 広域連合長は、前項の申請書を受理し審査を行った結果、政令第１６条第１項第１号ホ又はヘに

掲げる事由に該当しないと認めるときは、後期高齢者医療限度額適用・標準負担額減額認定証交付

申請却下通知書により当該被保険者に対し通知するものとする。 

３ 広域連合長は、限度額適用・標準負担額減額認定証の交付を受けた被保険者が省令第６７条第３

項各号のいずれかに該当するに至ったと認めるときは、後期高齢者医療限度額適用・標準負担額減

額認定証の返還通知書により当該被保険者に対し通知するものとする。 

 （限度額適用・標準負担額減額認定証の再交付） 

第２１条 省令第６７条第６項において準用する省令第１９条第１項に規定する申請書は、後期高齢

者医療限度額適用・標準負担額減額認定証再交付申請書とする。 

２ 第７条第２項の規定は、限度額適用・標準負担額減額認定証の再交付について準用する。 

 （月間の高額療養費の支給申請） 

第２２条 省令第７０条第１項に規定する申請書は、後期高齢者医療高額療養費支給申請書とする。 

２ 広域連合長は、前項の申請書を受理したときは、速やかに支給又は不支給を決定し、後期高齢者

医療給付支給決定通知書又は後期高齢者医療給付支給申請却下通知書により当該被保険者に対し通

知するものとする。 
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 （年間の高額療養費の支給申請） 

第２２条の２ 省令第７０条の２第１項及び第７０条の３第１項に規定する申請書は、高額療養費

（外来年間合算）支給申請書兼自己負担額証明書交付申請書とする。 

２ 広域連合長は、前項の申請書を受理したときは、速やかに支給又は不支給を決定し、後期高齢者

医療給付支給決定通知書又は後期高齢者医療給付支給申請却下通知書により当該被保険者に対し通

知するものとする。 

 （高額介護合算療養費の支給申請） 

第２２条の３ 省令第７１条の９第１項に規定する申請書は、高額介護合算療養費等支給申請書兼自

己負担額証明書交付申請書とする。 

２ 広域連合長は、前項の申請書を受理したときは、速やかに支給又は不支給を決定し、後期高齢者

医療給付支給決定通知書又は後期高齢者医療給付支給申請却下通知書により当該被保険者に対し通

知するものとする。 

 （葬祭費の支給申請） 

第２３条 被保険者の葬祭を行う者は、条例第２条の規定により葬祭費の支給を受けようとするとき

は、後期高齢者医療葬祭費支給申請書を広域連合長に提出しなければならない。 

２ 広域連合長は、前項の規定による申請書を受理したときは、速やかに支給又は不支給を決定し、

後期高齢者医療給付支給決定通知書又は後期高齢者医療給付支給申請却下通知書により当該葬祭を

行う者に対し通知するものとする。 

 （傷病手当金の支給申請） 

第２３条の２ 条例附則第５条から第７条までの規定により傷病手当金の支給を申請する者は、後期

高齢者医療傷病手当金支給申請書を広域連合長に提出しなければならない。 

２ 広域連合長は、前項の規定による申請書を受理したときは、速やかに支給又は不支給を決定し、

後期高齢者医療給付支給決定通知書又は後期高齢者医療給付支給申請却下通知書により当該傷病手

当金の支給を申請した者に対し通知するものとする。 

 （後期高齢者医療給付費の一時差止通知） 

第２４条 広域連合長は、法第９２条第１項又は第２項の規定により後期高齢者医療給付の全部又は

一部の支払を一時差し止めることを決定したときは、後期高齢者医療給付の特別療養費一時差止通

知により当該被保険者に対し通知するものとする。 

 （一時差止に係る後期高齢者医療給付額からの滞納保険料額の控除通知） 

第２５条 省令第７５条の規定による通知は、後期高齢者医療保険料控除通知書により行うものとす

る。 

   第４章 保険料 

 （保険料の額の通知） 

第２６条 条例第１６条の規定による通知は、後期高齢者医療保険料額決定通知書、後期高齢者医療

保険料額変更決定通知書又は後期高齢者医療仮徴収額決定通知書により行うものとする。 

 （徴収猶予の事由） 

第２７条 条例第１７条第１項第５号の広域連合長が別に定めることは、次のとおりとする。 

 (１) 被保険者の収入が条例第１７条第１項第２号から第４号までに規定する理由により収入が著し

く減少したこと。 

 (２) 前号に掲げるもののほか、保険料を一時に納めることができない特別な理由があること。 

 （保険料の徴収猶予） 

第２８条 条例第１７条第２項の申請書は、後期高齢者医療保険料徴収猶予申請書とする。 

２ 広域連合長は、前項の規定による申請書を受理したときは、これを速やかに審査の上、徴収猶予

の可否を決定し、後期高齢者医療保険料徴収猶予決定通知書又は後期高齢者医療保険料徴収猶予却

下通知書により当該被保険者又は連帯納付義務者（法第１０８条第２項又は第３項の規定により保

険料を連帯して納付する義務を負う者をいう。以下同じ。）に通知する。 

３ 広域連合長は、被保険者又は連帯納付義務者が虚偽の申請その他不正の行為により後期高齢者医

療保険料の徴収猶予を受けたことを発見したとき、又は後期高齢者医療保険料の徴収猶予を受ける

べき理由が消滅したと認めたときは、直ちにその者に係る徴収猶予を取り消し、後期高齢者医療保

険料徴収猶予取消通知書により当該被保険者又は連帯納付義務者に通知するものとする。 
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 （減免の事由） 

第２９条 条例第１８条第１項第５号の広域連合長が別に定めることは、次のとおりとする。 

 (１) 被保険者の収入が条例第１８条第１項第２号から第４号までに規定する理由により著しく減少

したこと。 

 (２) 被保険者が法第８９条に規定する刑事施設、労役場その他これらに準ずる施設に拘禁されたこ

と。 

 (３) 被保険者の属する世帯が生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けることと

なったこと。 

 (４) その他保険料を減免することについて相当の理由があると広域連合長が認めたこと。 

 （保険料の減免） 

第３０条 条例第１８条第２項の申請書は、後期高齢者医療保険料減免申請書とする。 

２ 広域連合長は、前項の規定による申請書を受理したときは、これを速やかに審査の上、後期高齢

者医療保険料減免決定通知書又は後期高齢者医療保険料減免却下通知書により当該被保険者又は連

帯納付義務者に通知するものとする。 

３ 広域連合長は、被保険者又は連帯納付義務者が虚偽の申請その他不正の行為により後期高齢者医

療保険料の減免を受けたことを発見したとき、後期高齢者医療保険料の減免を受けるべき理由が消

滅したと認めたとき、又は決定された後期高齢者医療保険料の減免額が変更されると認めたとき

は、直ちにその者に係る減免を取り消し、又は変更し、後期高齢者医療保険料減免取消通知書又は

後期高齢者医療保険料減免変更決定通知書により当該被保険者又は連帯納付義務者に通知するもの

とする。 

 （申告書） 

第３１条 条例第１９条の申告書は、後期高齢者医療簡易申告書とする。 

 （還付金の負担） 

第３２条 広域連合は、市町村において保険料の還付金（還付加算金を含む。以下同じ。）が生じた

場合は、当該市町村に対して当該還付金に相当する額を負担するものとする。 

   第５章 雑則 

 （委任） 

第３３条 この規則の施行に関し必要な様式その他の事項は、広域連合長が別に定める。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

   附 則（平 20．４．18規則８） 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の北海道後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に

関する規則の規定に基づき作成された用紙で、現に残存するものがあるときは、当分の間、これを

使用することができる。 

   附 則（平 20．７．17規則 10） 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （経過措置）  

２ 高齢者の医療の確保に関する法律施行令（平成１９年政令第３１８号）附則第４条第２項の規定

により同令第７条第３項の規定を読み替えて適用する場合における同項の規定又は同令附則第７条

第１項の規定の適用に係る申請書及びその却下通知書については、なお従前の例による。 

３ この規則の施行の際、この規則による改正前の北海道後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に

関する規則の規定に基づき作成された用紙で、現に残存するものがあるときは、当分の間、これを

使用することができる。 

   附 則（平 20．11．21規則 13） 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 
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 （経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の北海道後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に

関する規則の規定に基づき作成された用紙で、現に残存するものがあるときは、当分の間、これを

使用することができる。 

   附 則（平 20．12．22規則 14） 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成２１年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の北海道後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に

関する規則の規定に基づき作成された用紙で、現に残存するものがあるときは、当分の間、これを

使用することができる。 

   附 則（平 21．４．１規則２） 

 この規則は、公布の日から施行する。 

   附 則（平 21．８．４規則３） 

 この規則は、公布の日から施行する。 

   附 則（平 21．11．16規則６） 

 この規則は、平成２１年１２月１日から施行する。 

   附 則（平 22．８．10規則１） 

 この規則は、公布の日から施行する。 

   附 則（平 23．６．９規則２） 

 この規則は、公布の日から施行する。 

   附 則（平 30．８．１規則４） 

 この規則は、平成３０年８月１日から施行する。 

   附 則（平 31．３．28規則２） 

 この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

   附 則（令２．４．10規則４） 

 この規則は、公布の日から施行する。 

   附 則（令３．３．２規則１） 

 この規則は、公布の日から施行し、改正後の北海道後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関す

る規則の規定は、令和２年１０月１日より適用する。 

 


